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11 やりたくはなかったが、出席率を上げるために、World Café も成績評価の対象にすると脅しをかけ
た。すると、今度は、出席はするがお客様になって全くディスカッションに加わらない学生が出て
きた。
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などでよいのだが、『財政学』などになると TA や SA では対応できないことも出てきて、難しい。





















































































































板 垣　有 記 輔2 
Yukio ITAGAKI










仮定2　家計の担税力の有無に関係なく、すべての家計に対して各時点 t ∈ [0,∞) に一律に一括
税 lump-sum tax  z(t) が課される。
仮定3　政府は各時点 t ∈ [0,∞) で、利子率 r(t) で国債を国民一人当たり b(t) 発行して、必要な
資金を調達することができる。
仮定4　任意の時点 t ∈ [0,∞) で、国債の利子率 r(t) と資産の瞬間収益率  











3 リカードウ著　羽鳥卓也・吉澤芳樹訳 [12]『経済学及び課税の原理』下巻 岩波文庫 2018年 第８刷 
第17章  原生産物以外の商品に対する租税、pp.47- 65.
4 あるいは、リカードの等価命題 Ricardian Equivalence Theorem：現在から将来にかけての所与の政府
支出の調達手段として、租税と国債は等価である。
 季刊　創　価　経　済　論　集 Vol. L, No. 1・2・3・4
両辺を積分すると
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より、C = 0 であるから、
           0 00 exp exp0 0 expt ta t a r s ds a r s ds  
仮定5　家計の予算制約式は、
                , 0,d a t r t a t w t z t c t t
dt
     
ただし、　     0lim exp 0tt a t r d    （NPG 条件5）
である。ここに、a(t) は当該家計の時点 t の保有資産高、r(t) は保有資産の時点 t の瞬間収益率、
w(t) は時点 t の労働賃金率、z(t) は時点 t の一括税、c(t) は時点 t の消費量である。
補題　保有資産 a(t) に関する１階線形微分方程式
              d a t r t a t w t z t c t
dt
                     (1)
の解 a(t) は、資産の初期保有量 a(0) = a0 の下で、
                 0 0 0exp expt t ta t a r d w z c r d d                 (2)
と定まる。
5  非ポンジー・ゲーム条件 No-Ponzi-game condition: 借金を借金で賄うポンジーゲームの禁止。
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証明　当該家計が服すべき、生涯予算制約式である a(t) についての線形微分方程式
            d a t r t a t w t z t c t
dt
                    (1)
の一般解は、
               ,r t dt r t dta t e w t z t c t e dt C C        ,（C は任意定数）  (3)
である6。
実際、この式の両辺を t で微分すると
            
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
          r t dt r t dt
dt
e w t z t c t e     
                 
 
   r t dtr t e w          r t dtt z t c t e dt C  
                    

          
         
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 
         r t a t w t z t c t   
となる。すなわち、(3) は、確かに (1) の一般解である。
次に、資産の初期保有量 a(0) = a0：所与のときの解を求める。
このときは、一般解 (3) の任意定数 C が決まる。
いま
   
   

A t r t dt 
   
          A tF t w t z t c t e dt  


　と定義すると (3) の一般解 a(t) は、次のようになる。
   
            
 
,r t dt r t dta t e w t z t c t e dt C C       ,（C は任意定数）
                    A t A t A te F t C Ce e F t     
6  例えば、半世紀の長き間親しんできた木村俊房 [4]『常微分方程式の解法』培風館 初版 pp.21- 22.
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t = 0 とすると
       0 0 00 0A ACe e F a a   
であるから、
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ところで、で    A t r t dt   より、
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であるから、結局
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仮定6　家計は生涯予算制約式に服しながら、生涯効用 効   
0
tu c e dt
  を 最大化するよう
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仮定7　各時点 t ∈ [0,∞) で、政府の動学的予算制約式
             
d b t r t b t g t z t
dt
   一括税政府支出国債利払い
国債新規発行
       00 :b b given
         0lim exp 0tt b t r d     （NPG 条件）
を満たされなければならない7。
定理の証明
まず、国債の初期保有量が b(0) = b0 であるときの政府の生涯予算制約式は、家計のそれと全く
同様にして求められ、
            0 0 0exp expt t tb t b r d g z r d d          
である。
よって、
              00 0 0exp exp expt t t t tz r d d b t b r d g r d d                 
を得る。
政府の生涯予算制約式を家計の生涯予算制約式に代入すると
                
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7              : -
dz t g t b t r t b t
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      0 expt tb t c r d d      
　よって、
                
 
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exp exp
t t t
a t b t a b r d w g r d d

            
    0 expt tc r d d    
両辺に 両   0exp t r d  をかけれ をかければ、





a t r d b t r d      
            0 0 0 0 0 0exp exp .t ta b w g r d d c r d d               
 
   
t → ∞ とすれば、
         
 
0 0
lim exp lim exp
t t
t t
a t r d b t r d   
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   
            0 0 0 0 0 0exp exp .a b w g r d d c r d d                   
ここで、資産残高 a(t)、国債残高 b(t) についての NPG 条件
         0 0lim exp 0, lim exp 0t tt ta t r d b t r d         を斟酌酌すれば、
         
 
0 00 0 0 0
exp expa w r d d b g r d d
 
       
       
    
    0 0expc r d    
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これは、時点0 の資産 a0 と生涯労働所得     0 0expw r d d      を合 わせた家計の生
涯所得     0 0 0expa w r d d      から、時点 、時点0 の政府債務残高 b0 と政府支出の割
引現在価値の総和     0 0expg r d d      を 控除した金額を、家計は生涯消費流列
( )( ) ( ) 0 0    tc c t
 
= =
   に充てることができることを示しており、政府の予算制約式を勘案した家計の予算
制約式といえる。ここで、左辺に現れる 0時点（現時点）の国債残高 b0 と将来の政府支出の









    0 0 0expa w r d d          0 0 0expb g r d d          には、影響には、影響を
与えない。
したがって、政府支出 流列 ( )  0tg t

=
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る。いくつかの解法があるが、ここでは Huang and Pang(1998) の提案した変分不等式に基づく
方法を用いる。
2. 最適停止問題
　最初に最適停止問題について簡単に説明する（詳細は Stokey(2008) または Dixit(1993) を参照
されたい）。X(t) はつぎの拡散過程にしたがう確率変数である。
dX(t) = μdt + σdW(t)       (1)
ただし W(t ) は標準ブラウン運動を表し、μとσはドリフト係数と拡散係数である。ここで取り
上げるのは収益の条件付き期待値














btt xXbSedttXfeExV           (2)
を最大化する問題である。ただし t(b) は x から b に達するまでの時間を表し、S(b) は停止したと
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きの利得である。x の値によって最適な時間は異なる。このため X を停止領域と継続領域に分け
る。つまり x = b の左側では事業を停止し、右側では事業を継続する。この問題に動的計画法を
適用するために、ブラウン運動を離散近似する。つまり時間を Δt の間隔で近似して、x の間隔を

























とする。x > b なら
         )()()1()()( txqVtxpVttxfxV −++−+=             
となる。テイラー展開により
     )()( xVtxV =+ +++ txVtxV 2)("
2
1)('  ・・・                 
        ++−=− txVtxVxVtxV 2)("
2
1)(')()(  ・・・    
であるから
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

 +−−+= txVtxVpttxfxtV 2)("
2
1)(')12()1()()(      
となり、両辺を Δt で割ると













xVptxfxV       
となる。 となる。  //)12( =− tp を代入すると ると





1)(')1()()(  xVxVtxfxV  
Δt → 0 とすると、HJB 方程式
  2)("
2
1)(')()(  xVxVxfxV ++=                        (3)
が得られる。
　x = b +Δx とするととすると 
                )2()()1()()( xbqVbpSttxbfxbV ++−++=+   
となる。テイラー展開して Δt → 0 とすると




　つぎに x → b + 0 とする。S は一定とすると、HJB 方程式は
   ( ) ( ) (1 ) max{ ( , } max{ ( , }V x f x t t p V x t S q V x t S   =  + −  +  + −    
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1)('max)1()( 22 tbVbVqtbVbVpttbfSt 
となる。Δt → 0 とすると




10  bVbV −+=  
この式が成り立つためには
V '(b) = 0
でなければならない。これはスムース・ペースティング条件とよばれる。S が x の関数であるときは
V '(b) = S '(b)        (5)
が成り立つ。
　以上の結果を要約すると
    )()( xSxV  , )(")(
2
1)(')()()( 2 xVxxVxxfxV  ++=   )( bx    
    )()( xSxV = ,  )(")(
2





























             (7)
S は株価で K は行使価格であり、r は無リスク利子率、t は権利行使の時刻である。(x)+ = max(x, 0)
とする。簡単化のため、株価が境界値より高くなると権利を行使するストッピング・ルールを
採用する。株価が最初に c と等しくなる時刻を t(c) とする。すなわち、t(c) = inf { t ≥ 0 : S(t) = c, 
S(u) < c, ∀u < t }。これに対応して株価を二つの領域に分ける。0 ≤ s < c の領域では株価は低く、
満期前に権利を行使するのは最適ではない。このとき次式が成り立つ。
      KssV −)( , )("
2
1)(')( 22 sVsssVsrV  +=   
もう一つの領域 c < s < ∞ では株価は高く、満期前の権利行使は最適であり
       KssV −=)( ,  )("
2
1)(')( 22 sVssrsVsrV +  
が成り立つ。まとめて表すと








 −−−− KssVsVsssVsrV          (8)







       )()()()( tdWtXdttXtdX  +=   )(               (9)
収益が十分大きくなってから投資するのが合理的である。Value function を














 xXIedttXeE tt )0()(   
とする。ここで
          0inf{ = t : })( *XtX   
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であり t は臨界値 X * への最短到達時刻である。したがって t を決める問題は臨界値を求める問
題に変換される。投資を実行した時点では t = 0 であり、投資は














)()(                     (10)
の価値を生み出す1)。ρ  > µ より S(x) は右上がりの直線となる。x ≥ X * であれば V(x) = S(x) とな
る。一方、x < X * であれば V(x) ≥ S(x) となり
   )("
2







 −−− xSxVxVxxxVxV           (12)
と書き表す。
　(12) に含まれる HJB 方程式は解析的に解けないので差分法を適用する。分点 xi (i = 1,2,...,m)
における近似値を Vi として、V(x) の１次と２次の微分を次式で近似する。
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(10) から
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によって近似する。右辺を Vi-1, Vi, Vi+1 について整理すると
         11 +− ++= iiiiiii VCVBVAV                    (13)







      

















      












となる。これに境界条件 V0 = V1, Vm = Vm+1 を課す。V = [V1,V2,V3 ,...,Vm]' とすると、(13) はベクト
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ルと行列を用いて
ρ V = PV
と表される。P は三重対角行列であり
    
となる。(12) は
min[ρ V - PV, V - S] = 0
によって近似する。この式は
(V - S )'(ρ V - PV ) = 0
V - S ≥ 0
ρ V - PV ≥ 0
と同値である。２番目と３番目の条件は
(Vi - Si)(ρ Vi - (PV )i) = 0     (i = 1,2,...,m)
となることを意味する。ここで z = V - S,  Q  = ρ I - P,  u = QS, とおくと、上の式は
z'(Q z + u) = 0
z ≥ 0         (14)
Q z + u ≥ 0
と書ける。これは z に関する線形相補性問題である2)。この問題は MATLAB のソルバーを使う
と簡単に解ける。
　実際にモデルを解いてみよう。パラメータはρ  = 0.05,  µ  = 0.03,  σ  = 0.03 で、I = 10 とする。区
間 [0.01,0.8] に 1,000 の分点をとる。すぐに投資を行うと




         
の収益が得られる。図1 は数値計算の結果を示している。二つの曲線は x = 0.4911 で接している。
この場合、臨界値は正確に求めることができる3)。臨界値は X * = 0.5 であり、接点の値にほぼ等
しい。したがって変分不等式の解は最適な投資のタイミングを与える。パラメータを変えると











ている。財に対する（逆）需要関数を p = D(Q ) とする。Q は産業全体の生産量である。賃金は
w = W(N) で与えられる（N は雇用量）。企業の生産関数を q = f (z, n) とする。q は生産量で n は
労働投入であり、z は全要素生産性を表す。利潤は
π (z, n) = pf(z, n) - wn - cf  
で与えられる。ここで cf は参入に伴う機会費用である。企業は予想利潤の現在価値を最大化する。
















    
ここで V * は産業から退出したときのスクラップ価値である。この価値が高いほど退出する企業
の割合は高くなる。生産性ショックはつぎの拡散過程に従う。
          tttt dWzdtzdz )()(  += , zz =0  
既存の企業は z を観察して産業に留まるか、撤退するか決定する。
　期間の長さは Δ で、割引率を e -ρ Δ ≅ 1 - ρ Δ とする。上の最適化問題に動的計画法を適用すると
図1 設備投資問題の価値関数
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 ttttnt zzVEnzzV t )()1(),(max)( +−+=   
となる。これより
                    )}(]|)([){1(),(max)( tttttnt zVzzVEnzzV t
−−+= +   
となり、両辺を Δ で割って Δ → 0 とすると





),(max)( +=   
dV(zt) に伊藤の公式を適用すると
              tttttttt dWzzVdtzzVzzVzdV )()(')()("2
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これより







1)()(']|)([ 2  
となり、上の式に代入すると HJB 方程式
    )()("
2
1)()('),(max)( 2 ttttttnt zzVzzVnzzV t
 ++=      (15)
を得る。企業は生産性ショックに基づいて参入・退出を決める。つまり z* ≤ z ≤ 1 であれば
       
*)( VzV  , )()("
2
1)()('),()( 2 zzVzzVnzzV  ++=          
だから産業に留まる。一方、0 ≤ z < z* であれば
       
*)( VzV = , )()("
2










 −−−− VzVzzVzzVnzzV       (16)
で表すことができる。
　一部の企業が退出する一方で新規参入する企業もある。参入企業の全要素生産性はχ (z) の確
率分布にしたがう。参入費用を ce とする。参入障壁がなければ企業は E[V(z)] = ce となるまで参
入するであろう。しかし参入障壁があればこの条件は成り立たない。かわりに参入率を
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1))'()(( 2 =++− zzgzzgz             (18)
を満たす。
　以上の結果をまとめると、長期均衡ではつぎの式が成り立つ。
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)()( dzzgznN  
Hopenhayn(1992) の定理２によると、適当な条件のもとで離散時間のモデルには競争均衡が存在
する。連続時間のモデルでも同様の定理が成り立つ。しかし (19) を満たす V(z), g(z), p, w, Q , N
を解析的に求めることは難しい。かわりに数値的な方法で近似解を求めた。
5.2 数値解
　z の区間を [0,1] として、S = [z1, z2 ,..., zm] で近似する。V(zi) と g( zi) の近似値を Vi, gi として、
V = [V1, V2 ,..., Vm]' , g = [g1, g2 ,..., gm]' とおく。前節の行列 P を用いて (16) の変分不等式は
min[ρ V - PV - π , V -V *] = 0       (20)
と表される。z の上限と下限に対応して、V(z) には境界条件
V '(0) = V '(1) = 0        (21)
を課す。(20) の条件は
(V - V*)'(ρ V - PV - π ) = 0
                         V - V*  ≥ 0 
                   ρV - PV - π  ≥ 0 
と同値である。ここで x = V - V*,  Q  = ρ I -  P, u = -π  + QV* とすると
               x'(Q x + u) = 0
                             x ≥ 0       (22)
                    Q x + u ≥ 0
0 季刊　創　価　経　済　論　集 Vol. L, No. 1・2・3・4
が成り立つ。これは x に関する線形相補性問題である。x が決まると、V = x + V* となる。











g j = 0, z j ∈ S1        (23)
によって近似する。これは行列を用いてつぎのように表される。
            
左辺の行列は正則行列であり、この式から g が決まる。
　市場均衡はつぎの手順で計算した。
［ステップ１］ 賃金の初期値 w 0 を与える。
［ステップ２］(1) 価格の初期値 p0 を定める。
(2) 利潤を最大化する労働投入と生産量および利潤を求める。
(3) 線形相補性問題を解いて価値関数を求める。
(4) (17) の参入率と (23) から g を計算する。
(5) 総生産Q を計算して新しい価格 p k+1 を求める。| p k+1  - p k | <  ε であれば
次のステップ３へ進む。そうでなければ (2) へ戻る。




(17) の係数は α * = 0.2,  β  = 30 であり、割引率は ρ  = 0.05 とする。生産性ショックはつぎの幾何ブ
ラウン運動に従う。
dz = - 0.01zdt + 0.01zdW
他の確率過程にすると (22) の不等式が解をもたなくなる場合がある。
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　図２は数値計算で求めた価値関数を示している。0.554 < z ≤ 1 の領域では V(z) > V * となり、
退出は起こらない。0 ≤ z ≤ 0.554 の領域では一部の企業が退出して別の企業が参入してくる。境
界点を別途に計算する必要はない。またバリュー・マッチングとスムース・ペースティングの条
件は自動的に満たされる。スクラップ価値が低くなると境界値は下がると考えられる。この点を
確かめるために V* = 0 として計算すると、境界値は z = 0.524 となる。したがってより多くの企
業が産業に留まるようになる。固定費用 cf も参入・退出の決定に影響を与える。固定費用がゼロ
であれば、退出領域は 0 ≤ z ≤ 0.237 に縮小する。総生産は 1.665 から 3.07 に増加し、財の価格は




































−  XdtXeE t  
となる。ただし分母は正でなければならない。
2) 正方行列 M とベクトル q が与えられたとき
z = Mx + q
x'z = 0
x ≥ 0,  z ≥ 0
を満たす x と z を求める問題を線形相補性問題という。
3)(11) は２階の微分方程式であり、一般解は
         21 21)(
 xCxCxV +=  
となる。λ 1 > 1,  λ 2 < 0 は特性方程式









 −+   
の根である。V(0) = 0 より C2 = 0 でなければならない。バリュー・マッチングとスムース・ペース
ティング条件により































IXC   
となる。パラメータの値を代入すると厳密解は
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　(1986)、Huggett (1993)、Aiyagari (1994)、Krusell and Smith (1998) などがあげられる1)。いま
では標準的不完備市場モデルが共通の土台として広く受け入れられている。これはケインジアン
の IS =LM モデルに相当する基本的なモデルである。ただし、これまでのところポジティブな分
析に限られ規範的な分析はほとんど手が付けられていない 2)。これにはいくつかの理由があるが、







dX(t) = b(X(t), µ (t, X(t)), Z(t))dt + σ (X(t))dW(t)    (1)
X(0) = x0
ここで µ  ∈ M ⊂ Rm は政策変数で、 Z(t) ∈ Rp は集計量である。b(⋅) とσ (⋅) がつぎの条件を満た
* 創価大学名誉教授
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すと、上の確率微分方程式には唯一の解がある。
　［条件］すべての x, x' ∈ Rn ,  µ ,  µ ' ∈ M,  Z,  Z ' ∈ Rp に対して
|b(x, µ , Z ) -  b(x', µ ', Z ) | ≤ K(|x - x'| + |µ  - µ ' | + |Z - Z' | )
|σ (x) - σ (x')| ≤ K |x  - x' |
となる K > 0 が存在する。
　消費者は期待効用の現在価値










))(( )(|))(),(( xtXdsssXueE ts   
を最大化する。u(x, µ ) は狭義単調増加関数であり、主観的割引率ρ  > 0 は一定とする。関数
V(t, x) をつぎのように定義しておく。
),( xtV ),,(max uxtJ
u
=                                      (2)
横断性条件は





                                           (3)
である。
　上の最大化問題の解はつぎの HJB 方程式を満たす。







                              (4)
右辺の A は微分作用素であり




























       (5)
となる。新たに生まれた消費者の状態変数の分布をψ (x) とする。また t = 0 における既存の消費
者の状態変数の分布を g0(x) とする。g(t , x) は時間的に変化し、つぎのコルモゴロフ方程式を満
たす。





                                            (6)
    = 1),( dxxtg                                                 (7)



































 = dxxtgxftZ kk ),(),()(  ,  k=1,…,p    k = 1,..., p     (9)
これらの集計量は市場均衡式に現れる。
　つぎの３つの条件を満たす関数 V(t ,x),  µ (t ,x),  g(t ,x), Z(t) によって市場均衡を定義する。
(1) Z(t) が与えられたとき、V(t ,x) は HJB 方程式を満たしµ (t ,x) は最適解である。
(2) µ (t ,x) と Z(t) が与えられたとき、g(t ,x) はコルモゴロフ方程式を満たす。












),(),(),( dtdxxtgxuxtwe t                    
を最大化する方法を探る。平等主義の立場からウエイトは w(t ,x) = 1 とする。要約すると、計画












(10) の問題に解があり e-ρ tµ ,  e-ρ tg ∈ L2([0,∞) × Rn), e-ρ tZ ∈ L2[0, ∞) であれば




)(),( dtdxxxtje t      (11)
となる。ここで j(x,t) は HJB 方程式
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の解である。ラグランジュ乗数λ k(t) は















),()(                                  (14)
で与えられる。
　Nuno and Moll (2018) を参考にしてこの命題を証明しよう。はじめにいくつかの概念について
説明しておく必要がある。関数解析では

− dxfe t 2||  
となる関数の集合を L2(Φ) と表し、二つの関数 u,  g の内積を
          ,u g  = ugdx  
と定義する。L2(Φ) はヒルベルト空間である3)。社会的厚生は
       
− =dxdtxtgxuxtwe t ),(),(),( 

− gwue t ,  
と表される。制約条件のついた計画問題のラグランジュ関数を
   =),..,,,..,,( 11 pm ZZgL  +
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ただし gAjgAj ,, * = である。  
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)(,),(),(   
となる。ここで g(0, x) は無視してもかまわない。これは任意の h(t, x) に対してゼロとなるので
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が成り立つ。(16) は計画当局の HJB 方程式である。
　µ j については












































t gZhxfe  (18)  (18)
となる。ここで

















































               (19)
となる。
　集計量に関するガトー微分は




















t  (20) (20)
となる。ただし
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),()(                                   (21)
を得る。
　つぎに (16) の両辺に e-ρ t g(t,x) を掛けて積分すると





















tt    
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ここで



















jxtjxtg  dtg)   









gjejgdtexjxg tt    
となる。市場均衡条件と、A* は A の共役作用素であることから














gjewugdxdtedxxjxg tt   
となる。また (6) から
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),(),(),0(),0( dxdtxtxtjedxxgxj t    
と表される。
　(4) と (12) を比較するとわかるように
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( ( ))tU E e u c t dt 
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− +=             (22)
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を最大化する。ただし効用関数は








1ccu  )1(                                     (23)
とする。予算制約は
 dtcrzwasdtcarzwda ttttttttttt ),,,,(])([ =−++=              (24)
である。at は資産で wt は実質賃金、zt は効率労働、rt は実質利子率である。借入制約
   −ta  )0(                                           (25)
も満たさなければならない。
　労働供給はつぎの確率過程に従う。
             zdzt (= tt dWdtz +− )  , ( 21 zzz t  )      (26)
θ  > 0 で E[zt] = 1 とする。
　代表的企業は資本と労働を用いて財・サービスを生産する。生産関数は Y = AKαL1-α とする。
完全競争を仮定すると実質賃金と利子率は
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 = − 
 
                                      (27)
となる。
　資産と労働供給の分布はつぎのコルモゴロフ方程式を満たす。

























右辺の -η g は死亡による人口の減少で、は死亡によ )()(0 zza −=  は新たに生まれた消費者でれた消費者である。
δ (⋅) はディラックのデルタ関数を表す。規格化の条件



















　消費者は (24) と (26) を考慮して (22) の U を最大化する。HJB 方程式は
   
1 2 2
20,
( ) max ( , , , , ) ( )
1 2c a
c V V V VV s a w z r c z z







    
+ = + + − + + −     
         (30)
となる。競争均衡ではつぎの条件が満たされる。
(1) K が与えられたとき、V は (30) の解で c は最適消費となる。
(2) K と c が与えられたとき、g はコルモゴロフ方程式を満たす。
(3) K と g は資本市場を均衡させる。
　モデルを解析的に解くことは難しい。このため数値計算を行って近似解を求めることにし
た。いくつかの方法があるが、ここでは差分法を用いる。はじめに状態変数を a = {a1,..., aI} と
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jiV について整理すると  について整理すると
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nn cucucucucucuu = とすると、(31) は









VAuVVV          (32)
と書き表される。ただし An は (31) の係数を要素とする行列である。資本ストックが与えられる
と、つぎのステップで HJB 方程式の解を求める。
［ステップ１］ 1] /)(0, ijji rawzuV += , 0=n とする。
［ステップ２］ 2]
n
jiFa V ,, ,
n





















































































    
または
          +−− jijig ,1,1  011,1,,,,1,1  −=+++ −−+++ ijijijijijiji gggg          (33)
によって近似する。これは g i,j に関する連立１次方程式であり、(31) のように反復計算する必要
はない。最後に
















    
と規格化する。
　モデルのパラメータはα  = 0.36,  γ  = 2,  ρ  = 0.05,  δ  = 0.08,  η  = 0.02,  θ  = 0.4,  σ 2 = 0.4 とした。労
働生産性と資産は 0.2 ≤ z ≤ 1.8, 0 ≤ a ≤ 80 の区間にとり、それぞれ 100 と 30 の分点で近似する。
数値計算の結果、均衡利子率は r* = 5.61%、実質賃金は w* = 1.106、資本ストックは K* = 4.570、
総生産は Y* = 1.728、総消費は C* = 1.324 となる。割引率と死亡率の和はρ  + η  = 0.076 であり利
子率より高い。社会的効用
          
2
1





U u c g a z dzda
 
=
+    
を計算すると、Usocial  = -12.506 となる。所得のジニ係数は 0.828 と高く所得分配はかなり不平等
である。図１は消費の決定式を示している。資産や労働生産性が上昇すると、所得の増加で消費
は拡大する。図２は資産と労働生産性の分布である。狭い領域に分布しており、一部の消費者は
借入限度に直面している。η  = 0 であれば死亡のリスクはなくなり貯蓄と資本は増加すると予想
される。実際に計算してみると、K* = 5.202, r* = 4.53%, w* = 1.159 となる。予想通り資本は増加
して実質賃金は上昇し、実質利子率は低下する。
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3.3 制御した場合
　計画当局は (27)--(29) の制約のもとで






















2( ( )) ( , , , , ) (  )1 2
 c j j j ja K t s a w z r c z z
a z z t
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
−    
+ − + + − + + −     
  (35)
となる。ラグランジュ乗数は












































              (36)
である。λ (t ) = 0 であれば消費者と計画当局の value function は一致する。
　この場合も数値計算で近似解を求めた。HJB 方程式の近似式は (32) の右辺にλ (ai - K ) を加え
た式である。つぎのアルゴリズムを実行する。
［ステップ１］ λ  =  λ 0 , m = 0 とする。
［ステップ２］ 2] 0KK = ,
 00 )1( Kw −= , KKr 











［ステップ４］Kn+1 = t Sn + (1 - t )Kn, 0 < t  < 1 を計算する。Kn+1 ≅ Kn であれば終了し、そうでな
ければ n ← n + 1 として収束するまで繰り返し計算する。得られた解 jm, g m, K m
から

















































［ステップ５］| µ m+1 - λ m | ≤ ε であれば終了し、そうでなければ
                           λ m+1 = ωµ m+1 + (1 - ω )λ m , m ← m + 1 としてステップ２へ戻る。
　計算の結果、ラグランジュ乗数はλ * = 0.0269、利子率は r* = - 0.84%、実質賃金は w* = 1.588、
資本ストックは K* = 12.478、総生産は Y * = 2.481、総消費は C* = 1.396 となる5)。λ* > 0 であ
り競争均衡は社会的にみて最適状態ではない。消費を直接制御すると、社会的効用は Usocial = - 




















1) これらの研究とその後の発展について、Heathcote et al. (2009) が詳しい。
2) 唯一の例外は Lucas and Moll (2014) である。
3) Nuno and Moll (2018) の p.169 を参照。
4) 汎関数 L の f に関する g 方向のガトー微分は  -  













5) 資本の限界生産力は正であるが、K ≥ 10.487 の領域では資本減耗率を下回り実質利子率は負となる。
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The Effectiveness of the Flipped Classroom and the Learning  
Through Discussion (LTD) in the Field of Economics Education













































義と行動主義に基づく学習理論によって基礎付けられている（Bishop and Verleger, 2013）。反転
授業の重要性はコロナ禍以前より指摘されていた。その原型となるような教授法は 1990年後半




　一方で、経済学分野においてはアクティブラーニングの効果について Charkins et al.（1985: 
112）が「従属的な教授法のみを用いる教員は、他の教授法を活用することで、経済学に対する
理解や態度を改善することができる」と結論づけているが、その一方で Becker and Watts（1996）
が全米の経済学者に対して行った調査によると、アクティブラーニングの方法（cooperative 






4  特に Facebook の公開グループ「新型コロナ休講で、大学教員は何をすべきかについて知恵と情報
を共有するグループ（その後、公開グループ名を「新型コロナのインパクトを受け、大学教員は何
をすべきか、何をしたいかについて知恵と情報を共有するグループ」と改称）」では、コロナ禍に



































5 コロナ禍における 2020年度の、収録動画と Zoom のブレイクアウトルームを用いた、反転授業の実
践についても分析を行いたいところであるのだが、それは今後の課題としたい。
6 本稿の付録 A.1 に科目の特徴を記した。付録 A.2 には成績評価のウェイトを示した。先を急ぐ読者
はこれらを読む必要はない。
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ストの受験者数は 96名中92名で、未受験者が４名いた。テストの後に答え合わせを行った。学
生自身で 17問テストの自己採点および評価を行う。７点から 12点の学生には経済数学入門 A の





能性がある。経済数学入門 B では成績評価における S の割合は最大で 10％、経済数学入門 A の私


















3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
度数










からである。まず 17問テストの係数を確かめると、係数の大きさは 1.90 で p 値は 0.00 であった。
17問テストの得点が１点増えるごとに中間試験の得点は 1.9（点）増加する関係にあることがわ
かる。次に出席回数の係数を検討しよう。出席回数が１回増えることの限界効果は 3.05（点）で

















出席回数 3.05 1.07 0.01
17問テスト 1.90 0.48 0.00
constant 25.15 15.54 0.11
Adjusted R 2 0.19
N 92




















　 coef. s.e. p-value
第２回 39.87 12.48 0.00 
第３回 –11.80 8.30 0.16 
第４回 0.50 9.36 0.96 
第５回 2.30 17.94 0.90 
第６回 10.95 6.67 0.10 
第７回 9.94 6.78 0.15 
第８回 –1.94 5.88 0.74 
第９回 13.37 5.27 0.01 
第10回 1.67 6.31 0.79 
第11回 –5.57 5.15 0.28 
第12回 6.15 7.30 0.40 
第13回 8.12 6.25 0.20 
第14回 2.24 8.03 0.78 
17問テスト 1.68 0.47 0.00 
constant –5.67 22.65 0.80 
Adjusted R 2 0.28 　
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B 以上55.2％、C 24％、D 13.5％、E と N 7.3％
　およそ 55％の学生が B 以上の成績を修めており、これらの学生は「経済学で必要な数学を使
いこなす力」と、汎用的なコミュニケーションスキルである「説明する力」を身につけることが
できたと言って良いだろう。しかし残念ながら、45％の学生は C 以下の成績しか修められなかっ
た。特におよそ 21％の学生が D、E、N の評価となっている。
　今後、習熟度を深める対策としては受講者に対しては大学の実施しているプレイスメントテス






　17問テストで 13点以上の得点をとった学生は、本来ならば経済数学入門 B をとるべきなのだ
が、７点以上13点未満の経済数学入門 A （私のクラス） が対象とする学生群と比べて必ずしも
成績が良いとは言えない。７点以上13点未満のグループと 13点以上のグループは、C 以下の割
合がほぼ同程度である。一方で７点未満の経済数学入門 A （下位クラス） を受講することが望
ましい学生群は成績が良くない。C 以下の割合はおよそ 86 パーセントである。よって適切なク
図 1.A　17問テストの得点階級 × 最終成績評価
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ラスを受講するように情報提供を行うことが第１の対策であると言えるだろう。
　とはいえ受講者は自由にクラス選択ができる。経済数学入門 B よりも、経済数学入門 A で自






















　 coef. s.e. p-value coef. s.e. p-value
13点以上グループ 4.96 3.44 0.15 –17.83 32.70 0.59
7点未満グループ –12.50 3.45 0.00 –83.87 40.23 0.04
13点以上グループ×出席回数 0.84 1.22 0.49
7点未満グループ×出席回数 2.68 1.51 0.08
出席回数 1.58 0.50 0.00 1.04 0.62 0.10
constant 24.86 13.75 0.07 39.61 16.96 0.02
Adjusted R 2 　 0.25 　 　 0.23 　




















第 4 条　本会の会員は，次の 4 種類とする。
1 ．正 会 員　本学の教授，准教授，専任講師および助教，なお創価女子短期大学の教員で入会を希
望し総会の承認をえた者




















第 2 条　本会の会計年度は 4 月 1 日に始まり，翌年 3 月31日に終わる。
第 3 条　この会則は昭和46年 9 月22日よりこれを実施する。
第 4 条　一部改正　昭和49年 5 月24日。
第 5 条　一部改正　昭和59年 4 月27日。
第 6 条　一部改正　昭和60年 4 月19日。
第 7 条　一部改正　昭和63年 4 月15日。
第 8 条　一部改正　平成 5 年 5 月21日。




第 1 条　本会の会費は正会員年額20,000円，準会員年額10,000円，賛助会員 1 口年20,000円，学生会員のうち大学
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